
  「千葉県地域リハビリテーション連携指針」改定（H20年3月） 

「千葉県における今後の地域リハビリテーション支援体制のあり方に関する報告書」の概要 

・地域リハビリテーション協議会の下部組織として 
 設置した「地域リハビリテーション検討部会」による 
 検討結果。 
 

・「千葉県保健医療計画」（H29年度全面改定予定） 
 への反映を目指し作成。 

報告書の位置付け 

＜地域リハビリテーション支援体制の整備推進の理念＞ 

○広域支援センターの機能・役割・体制を見直す必要がある。 
 

○広域支援センターだけでは推進が困難な面について、関係機関との連携等により補完していく必要がある。 
 

○地域住民がいきいきとした生活を送ることのできる社会の実現に向け、地域住民の能力を最大限引き出していく必要がある。 
 

○今後、市町村が実施する新たな介護予防事業等との関わりの中で、特に広域支援センターと行政機関の協働を進めていく必要がある。 
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現行指針 見直し後 
 

 

①「連絡協議会」の開催を通じた関係機関相互の連携支援体制
の構築 

 
 
 
 
④関係機関従事者への技術的援助 
 

⑤関係機関や住民を対象とした研修会・講演会の開催 
 

②リハ資源の調査・情報収集・提供 
 

③圏域における課題の分析 
 
 
 
 

⑥福祉用具・住宅改修の相談対応 

 
 
 

 

 
 
 
 

＜全ての広域支援センターが果たすべき機能・役割＞ 
 

①「連絡協議会」の開催を通じた関係機関相互の連携支援体制
の構築 

 

②地域包括ケアの推進に向けた市町村への事業協力 
 

③リハビリテーション専門職の在籍していない関係機関に対する
相談支援 

 

④研修等の実施を通じた関係機関従事者の協働促進 
 

＜地域の実情に応じて取り組むべき機能・役割＞ 
 

①地域診断と圏域課題の分析に基づく先駆的取組の実施 
 

②一般住民に対する健康増進・介護予防等の取組支援 
 

③資源が少ない領域の支援体制の構築 
 

④災害時の地域リハビリテーション活動等その他地域リハビリ  
    テーションの推進に必要な取組 

すべての人々が、本人の「したい生活」を実現できるように、リハビリテーションの視点から 

保健・医療・福祉等の関係機関をつなぎ、適切な支援が切れ目なく提供されるよう関係機関
等の支援体制の整備を図る。 

・関係職種に対する普及啓発 
・多職種・多機関の 「つながり」 
  の強化 

・広域支援センター・県支援センター 
 の機能・役割の見直し 
・新たな支援体制の構築 

・住民に対する啓発 
・専門職による住民活動の支援 
 の促進 

・市町村等行政機関への事業協力 
・地域包括支援ネットワーク構築の場 
 への関係職種の参加促進 

基本目標Ⅰ 
 
地域リハビリテーション 
支援体制の強化・充実 

 

基本目標Ⅱ 
 
地域住民に身近な 
地域リハビリテーションの実現 

○広域支援センターの機能・役割 

① 支援機能の強化 

○地域リハビリテーション支援体制の目指す姿 

② 連携体制の充実 

③ 住民参加の促進 

④ 市町村との協働 

評
価
指
標 

①支援機能の強化  ：  新たな機能・役割を担う広域支援センター等の設置数 
 

②連携体制の充実  ：  適切なリハビリテーションを提供されていると感じる県民の割合 
 

③住民参加の促進  ：  県民の地域リハビリテーションに対する認知度 
 

④市町村との協働   ：  広域支援センターと連携を図っている行政機関の割合 

地域リハビリテーションの定義 

「障害を持つ人々や高齢者およびその家族が、住み慣れ
たところでそこに住む人々とともに、一生安全にいきいき
とした生活が送れるよう、医療や保健・福祉及び生活に関
わるあらゆる人々や機関・組織がリハビリテーションの立
場から協力しあって行う活動のすべて」 
（日本リハビリテーション病院・施設協会 平成3年作成・ 
平成13年改定） 
 

急速な高齢化 

広域支援センター単独による二次保健医療圏支援の限界 

全国平均を下回るリハ資源の推移 
H37年度の本県の高齢化率は30.0 ％と、全国平均
(30.3 ％)とほぼ同水準になる見込み(※1) 

高齢者人口ベースでは、リハサービス提供機関や専門職
等のリハ関連資源は、全国平均を下回る水準で推移 

リハビリテーションの理念を踏まえた介護予防
事業の見直し（H27年施行改正介護保険法） 

介護保険制度改正 

・圏域による人口、面積、構成市町村数、資源状況等の違い 
・距離等の問題から、連携に困難が生じているとの意見(※2) 
・広域支援センターの共通の課題として「マンパワー・経費不足」 (※2) 
・ 広域支援センターから「行政機関の事業協力」の要望(※2) 
・病院の約８割、診療所の 約６割、老健の約６割が、広域支援センターへの事業 
 協力が可能と回答(※2) 

※1  「日本の地域別将来推計人口(H25年3月推計）」 
 

※2  地域リハビリテーション関係機関調査結果 
 （H26年6月～H27年9月実施） 

関係機関  回答率  

行政 
機関
等 

市町村  100% 

地域包括支援センター 
（以下、「包括」）  

94% 

医療 
機関
等  

病院 （回復期リハ病棟・地域包括ケ
ア病棟保有） 

87% 

診療所（リハ科標榜）  28% 

介護老人保健施設（以下、「老健」）  38% 

地域リハビリテーション広域支援センター
（以下、「広域支援センター」）  

100% 

介護支援専門員 
（H27年度千葉県介護支援専門員専門研修
事業 専門研修過程Ⅱ（2回目以降の更新）」
及び「H27年度千葉県主任介護支援専門員
研修」受講者） 

93% 

広域支援センターに対する期待 

・市町村の約７割、包括の約９割、病院の約7割、診療所の約６割、老健 
 の約７割が今後の連携の必要性を感じると回答(※2) 
・介護支援専門員がリハサービスを円滑に導入するために必要な施策 

 として多かった意見に、「通所・訪問リハについて相談できる窓口・相手」  
 (※2) 
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 新規 

 新規 

 新規 

－ 


